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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、農村電化設備を利用する世帯への調査を通じて、電化設備の利用状
況変化や生活水準への影響を分析すること、さらに事業者に対するインタビュー調査を通じて農村電化の在り方
を評価することである。家計調査においては、SHSを継続利用している世帯と、SHSと送電線網を併用している世
帯を対象に、送電線網利用による効果を推計した結果、電灯やテレビの数は増加したものの、子供の学習時間や
収入増加は観察されていない点を明らかにした。更に様々な事業者へのインタビュー調査の結果、需要が大幅に
減少していることがわかった。また、SHS導入世帯においても、事業者に対する未払いといった課題が浮き彫り
となった。

研究成果の概要（英文）：Solar home systems (SHS) are electrification kits for households and offer 
an economical electrification option in locations with sufficient sunshine in remote and/or sparsely
 populated rural areas. Although SHS is considered as successful cases for expanding coverages of 
electricity and thereby achieving poverty reduction, the research found that recently more 
households adopt grid-based electricity. Based on the extensive household survey and econometric 
analysis, the research also examined the effects of adopting grids for SHS households. The research 
found that the number of lighting and TV has increased, found no evidences for the extension of 
study time for children nor income generation. Moreover, based on the interview survey for executing
 agencies, the research revealed several issues to be warranted; such as substantial reduction in 
the latent demands for SHS, non-payments of the debt by households using SHS.

研究分野：環境経済学

キーワード： 太陽光発電　農村電化　農村開発　便益　貧困削減　バングラデシュ

  ５版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は貧困に苦しむ農村地域において、再生エネルギー普及を通じた農村電化事業の評価を行ったものであ
る。とりわけ長期的な世帯調査を整備した本研究によって、公的資金投入が実施された農村世帯において長期的
に生活改善が図られたのか、事前には予期できない影響が存在したのか、といった疑問に答えることができた。
本研究は、公的資金の効率的利用という観点、貧困層の長期的な生活水準改善という観点で、新たな知見を提供
することができたと考えている。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1)  安定的な電力供給は持続可能な生活を営むために必要不可欠である。2016 年時点で、世
界では 10.6 億人が電力供給を得ておらず（IEA 2017 World Energy Outlook 2017）、その多く
が途上国農村部に居住している。とりわけ農村部は都市部と比較して電化率が低いため、多く
の電力供給を受けていない住民は農村部に居住する。通常、送電線網を利用した電化を進める
ためには、送電線・変電所・発電所といったインフラの整備が要求される。しかし、途上国農
村部、とりわけ遠隔地や人口密度の希薄な地域では、投資効率が低く、電化事業が進みにくい。 
(2) これらの地域で電化を促進するためのセカンドベストの対応として，初期導入費用が安く、
なお且つ大掛かりなインフラ整備費用が不要な、太陽光発電を利用した分散型農村電化事業に
注目が集まっている。1990 年頃から世界銀行やドイツ援助局（GTI）等の援助機関が農村電化
の有望な施策として導入してきた。通常数 10ワットの太陽光電池パネル・充電用バッテリー・
電灯・その他付属品で構成される SHS(Solar Home System)と呼ばれる住居用電化パッケージを、
住民世帯に販売・貸与することで電化を図っている。SHS 導入により、住民は電灯・白黒テレ
ビ・さらには携帯電話の充電といった、比較的電力消費量が少ない電化製品を利用することが
できる。 
(3) それでは SHS の導入により、住民の生活にどのような効果をもたらしたのであろうか。研
究代表者らが平成 21 年にバングラデシュ農村部で実施した調査によると、SHS 導入世帯では、
家庭内での燃料（主に灯油）消費量の大幅な減少、テレビ視聴世帯の増加による情報アクセス
の向上、携帯電話の家庭内での充電による利便性の向上、電灯利用による子どもたちへの学習
効果、といった便益が確認された（Komatsu et al. 2011 Energy Policy)。反面、SHS は 1 台
数百ドルと高価なため、導入世帯は比較的富裕層に限られていることが確認された（Komatsu et 
al. 2011 Energy for Sustainable Development)。更に SHS の導入による満足度は、SHS の利
用形態に応じて大きく異なることが示された(Komatsu et al. 2012 Energy)。また、SHS が数
多く導入されている他国（南アジア・大洋州、アフリカ、南米諸国）においても、SHS 導入世
帯では、電灯利用による子供の学習効果、テレビ・ラジオを通じた情報アクセスの向上、化石
燃料消費量の削減といった便益が生じていることが明らかになった(例: Nieuwenhout etal. 
2001 Progress in Photovoltaics, Wijayatunga and Attalage 2005 Energy for Sustainable 
Development、Stojanovski et al. 2017 Energy for Sustainable Development、他多数)。反
面、SHS のバッテリーの故障頻度が多いこと、発電量が天候に依存することにより発電量が不
安定なこと、パネルサイズの制約により利用可能な家電が限定される、といった課題があり、
電力需要が多い世帯への普及に向けた障害となっている。 
(4) 本研究対象であるバングラデシュは、2017年までに412万台のSHSが導入され（IDCOL HP）、
世界で最も SHS の普及が進んだ国となった。世界銀行は途上国の再生エネルギー導入と貧困削
減を両立した成功事例として高く評価し(World Bank 2014 Surge in solar-powered homes : 
experience in off-grid rural Bangladesh)、温室効果ガスの排出権を獲得した事業者もある 
(UNFCCC HP)。SHS 導入世帯では家庭内での灯油消費量の大幅な減少、子供たちの学習時間延長、
テレビ視聴による情報アクセスの向上、といった便益が生じている (Komatsu et al. 2011 
Energy Policy, Stojanovski et al. 2017 Energy for Sustainable Development、他多数)。 
(5) 従来の研究では、SHS の普及が一定程度進んだある一時点の調査をもとに、SHS 導入によ
る便益や課題を議論している。しかし SHS 導入世帯の利用形態、更に SHS の状態はいつも一定
ではない。SHS はパネルの寿命は 20年以上であることもあり、本来長期間の利用が想定された
電化パッケージである。利用につれ、住民は SHS 機器に対する慣れや、家電製品の変更、更に
収入や家族構成の変化といった様々な事象が発生する。よって、SHS の導入と長期的な住民生
活の向上との間の因果関係を検討するためには、複数時点における綿密な実態調査を通じて、
分析することが不可欠である。 
(6) 更に近年農村電化の状況に変化が生じていることが明らかとなった。通常 SHS は、少なく
とも 5-10 年間、送電線網による電化が見込めない農村部・遠隔地を対象とした事業として位置
付けられていた。つまり SHS の普及地域と送電線網を整備する地域は、区分されていたはずが、
近年状況が変わりつつある。SHS が普及・拡大する地域において、送電線網の整備が進みつつ
ある。研究代表者らが継続調査をしているバングラデシュ中部農村部では、送電線網から供給
される電気を主に利用し、SHS は停電時のバックアップ用電源としての利用や、補助電源とし
て活用している世帯が存在する。SHS 普及に従事する事業者へのインタビューを行った結果、
新規に SHS を導入する世帯が減少しつつあることが判明した。 
 
２．研究の目的 
本研究は、SHS 利用世帯に継続調査を行い、電化設備の利用状況変化や生活水準への影響を評
価することが目的である。具体的には同一の SHS 導入世帯に対して、複数回、収入、世帯構成、
教育水準（子供の学業成績含む）、燃料消費量の推移（化石燃料消費量含む）、家庭電化製品（電
灯・白黒テレビ・携帯電話・扇風機等）の利用状況（台数や利用時間）、健康状況、SHS に対す
る評価、SHS 利用方法の時系列的変化の調査を実施した。更に村落における、農村開発・エネ
ルギー利用環境を含むインフラ整備の状況調査を確認することを目的とした。 
  
 



３．研究の方法 
(1) SHS を継続利用している世帯と、SHS と送電線網を併用している世帯を対象に、継続的な
家計調査を実施した。調査対象地は、バングラデシュ中部の 3 district (Manikganj、
Kishoreganj、Comilla)農村部である。具体的には、SHS の利用継続世帯を Control, SHS から
送電線網に切替世帯を Treatment と設定し、切り替えたことによる教育・生活面での影響を推
定した。 
(2) 差の差の検定法（Difference-in-Difference)を利用する際には、① Common trend 
assumption (Parallel trend assumption)及び、② Common shocks assumption の両方を満た
す必要がある。つまり、仮に送電線網が導入されない場合、Outcome は平行トレンドを描くと
いうこと、また Outcome に影響を与えるような別のイベントが片方のグループのみに発生して
いないということである。本研究では送電線網に切り替えない場合に、SHS 以外の電化政策が
普及する可能性は極めて乏しいこと、また片方のグループに何らかの外部要因が影響すること
は考えにくい状況である。Covariates として、地域ダミー（Manikganj, Comilla), 土地面積
（農地・非農地）、世帯人数、世帯主の educational attainments（学習時間分析の場合）を設
定した。 
 

図 1. 推計結果 
 
松 他 2016）。送電線網の普及は、教育や健康の面で望ましい効果を示していないことを示唆し
たものの、この時点では送電線網の導入後、十分な期間が経過しておらず、また送電線網整備
後の SHS の利用方法に住民間で違いがみられていたため、より長期的な情報を元とした詳細な
評価が不可欠と判断した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
４．研究成果 
(1) 分析結果は図 1に取りまとめた。SHS 世帯が送電線網を利用することによって、電気の利
用増、テレビの視聴増といった効果が生じていることが示された。ただし灯油ランプの消費の
減少については、頑強な結果は得られていない。これは SHS 導入後早い段階で、灯油ランプへ
の依存が減少しているためであると推察される。また、子供の学習時間増加、収入（農業収入・
非農業収入）増加は観察されていないことが明らかとなった。 
(2) 本研究からは、生活改善の効果は示唆されたものの、教育・経済状況に関する指標の改善
は、観察されていない。教育・健康に限定すれば、送電線網の普及が進んだとしても、公共政
策として望ましい効果は得られていないことが示唆された。 
(3) 太陽光発電システムの事業者に対するインタビュー調査を実施した結果、SHS への需要が
大幅に減退していることがわかった。また、既に SHS 導入をしていた世帯において、事業者に
対する未払い等の課題が浮き彫りになっていることがわかった。 
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